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国のDX推進施策について

～デジタル推進による豊かな未来に向けて～

2023年10月2日（月）
「デジタルの日」記念講演
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２．DX推進に向けて

３．支援施策
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総人口・生産年齢人口の推移

⚫ 1995年に生産年齢人口（15-64歳）は減少し始めており、全体としても2010年から
人口減少が進展している。

出所：2023年8月 第32回産業構造審議会総会 参考資料



⚫ 生産年齢人口が減少する中でも、2000年以降、女性・高齢者の増加が、全体の労働時間数
の増加に寄与してきたが、2019年以降、労働投入量は減少傾向。

⚫ 男性・女性・高齢者別の労働参加率は、いずれも世界最高水準になっており、労働参加が天
井近くになっている可能性も。

総労働時間の推移～労働投入量の維持・増加は限定的

4出所：2023年8月 第32回産業構造審議会総会 参考資料



⚫ この30年、労働生産性（労働時間当たりGDP）は各国と遜色なく上昇しているものの、実
質賃金の伸びは低い。

⚫ 生産年齢人口の減少傾向が当面続く中、労働生産性の上昇を継続していくことに加え、そ
れを賃金の上昇に繋げることが重要。

労働生産性と実質賃金の推移
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（注）（左）実質GDPを総労働時間で割った値、（右）総雇用者報酬（実質値）を従業者数で割り、「正規労働者の平均労働時間/全労働者の平均労働時間」
を乗じたもの。すなわ ち労働者の平均労働時間の変化に伴う影響を取り除いた推移を示している。 OECD.statに基づき作成。 (2023年6月12日データ取得)

出所：2023年8月 第32回産業構造審議会総会 参考資料



⚫ 賃上げの原資となる経常利益の推移を企業規模別で見ると、中小企業は伸び悩み。

従業員（役員含む）一人当たり経常利益の推移（資本金規模別）

6出所：2023年8月 第32回産業構造審議会総会 参考資料



DXの取組状況
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従業員規模別

⚫ DXに取り組んでいる企業の割合は、2021年度から2022年度で増加。

⚫ 従業員規模別でみると、従業員が多い企業ほどDXの取組が進んでいる。

【出所】IPA 「DX白書2023」



DXに取り組むにあたっての課題
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⚫ 20人以下の企業では、DXに始めるにあたっての課題が上位。

⚫ ２１人以上では、DXに取り組む中で人材不足や企業文化・風土がより大きな課題。
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IT予算配分・用途

⚫ 我が国のデジタル投資の大半は既存システムの維持に当てられており、他国と比べて、
デジタル技術を活用したビジネス変革による生産性向上を達成できていない

【出所】 第1回産業構造審議会経済産業政策新機軸部会 資料（2021年11月19日）
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DXの取組内容と成果
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DXの取組の成果

⚫ DX取組の成果において日米差が存在。

⚫ 取組内容では、デジタル化や生産向上においては日米の差が少ないものの、新ビジネス
の創出や顧客起点の価値創出において大きな差が見られる。
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デジタル投資の状況

⚫ 日本のデジタル投資額は、1994年から横ばい。一方、米国は約3.5倍に増大。

⚫ デジタル投資額とGDPの動きは、ほぼ連動している状況。

（出典）OECD、内閣府、
米国商務 省を基に作成

【出所】
第1回産業構造審議会経済産
業政策新機軸部会 資料
（2021年11月19日）
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DXを推進する担い手の不足

⚫ DX推進人材の「量」「質」ともに不足感が増加。

⚫ この1年でDXに取組む企業の割合が増加したことによる人材ニーズの増加に対して供
給が追い付いていない状況が考えられる。

【出所】IPA 「DX白書2023」
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デジタル田園都市国家構想

本構想では、「心ゆたかな暮らし」と「持続可能な環境・社会・経済」を実現していくため、「暮
らし」や「産業」などの領域で、デジタルの力で新たなサービスや共助のビジネスモデルを生
み出しながら、デジタルの恩恵を地域に届けていくことを目指します。

【出所】デジタル庁Webサイト
https://www.digital.go.jp/polici
es/digital_garden_city_nation
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経済産業省では企業のDX推進とデジタル人材育成を両輪で推進

⚫ 産業全体の競争力強化や社会の課題解決を図るために、「企業のDX推進」と「デジタル
人材の育成」を両輪で推進していくことが重要。

✓ DX推進：成功事例の創出や横展開、ステークホルダーへの情報開示、税制等の環境整備

✓ 人材育成：スキルの可視化、教育コンテンツ・実践的教育機会の提供、効果測定

地域DX支援コミュニティの活動支援

デジタル人材育成・確保DX推進

国家試験

・ITパスポート試験

・基本情報技術者試験

・情報処理安全確保支援士試
験 等

デジタルガバナンス・コード2.0

デジタルスキル標準

ビジネス
アーキテクト

データサイ
エンティスト

ソフトウェア
エンジニア

デザイナー
サイバー

セキュリティ

DX推進指標

DX先進企業

DXに取り組ん
でいる企業

これから
取り組む企業

デジタル人材育成プットフォーム

(3層) 地域企業と協働した
オンライン研修プログラム

(2層) ケーススタディ教育プログラム

(1層) オンライン教育サイト



変革
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デジタル・トランスフォーメーション（DX）とは

⚫ 経済産業省「DX推進ガイドライン」による定義は以下のとおり

企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、

データとデジタル技術を活用して、

顧客や社会のニーズを基に、

製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、

業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、

競争上の優位性を確立すること。

【出所】 経済産業省「DX推進ガイドライン」（2018年12月）を元に作成
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サービス

ビジネスモデル

業務
組織

プロセス
企業文化・風土

競争上の優位性

データ
デジタル技術

活用

顧客・社会
ニーズ

ビジネス環境の変化



事業推進体制
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支援の流れ

DXセレクション

⚫ 中堅・中小企業等のDXのモデルケースとなるような優良事例を、 2022年から「DXセレ
クション」として選定・表彰。

⚫ 地域内、業種内での優良事例の横展開を図り、中堅・中小企業等におけるDX推進、各地域
での取組の活性化につなげていくことを目的としている。

グランプリ ㈱フジワラテクノアート（岡山県）

準グランプリ ㈱土屋合成（群馬県）

グランド印刷㈱（北九州市）

審査員特別賞 有限会社ゼムケンサービス（北九州市）

優良事例選定 ㈱ソロン（佐賀県）

㈱中野建設（佐賀県）ほか14社

（計20社）

DXセレクション2023

（出所）経済産業省HP（DXセレクション）：https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/investment/dx-selection/dx-selection.html

2023年は、3月16日にオンラインにて表彰式を開催。
（開催の模様はYouTubeにて配信中）

https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/investment/dx-selection/dx-selection.html


DX認定制度

⚫ 国が策定した指針を踏まえ、優良な取組を行う事業者を、申請に基づいて認定

⚫ DX-Readyの状態、つまり、「企業がデジタルによって自らのビジネスを変革する準備がで
きている状態」になっている事業者を認定（他の事業者との比較は行わない）

＜DX（デジタルトランスフォーメーション）投資促進税制＞
産業競争力強化法に新たな計画認定制度を創設。部門・拠点ごとではない全社レベ
ルのDXに向けた計画を主務大臣 が認定した上で、DXの実現に必要なクラウド技術を
活用したデジタル関連投資に対し、税額控除（５％又は３％）も しくは特別償却
30%を措置します。

DX認定制度 https://www.ipa.go.jp/ikc/info/dxcp.html 18

認定を受けることのメリット

ロゴマークの使用

税制による支援措置

＜日本政策金融公庫による融資＞
DX認定を受けた中小企業者が行う設備投資等に必要な資金について、基準利率より
も低い利率で融資を受けることができます。

中小企業者を対象とした
金融による支援措置

＜中小企業信用保険法の特例＞
中小企業者は、情報処理システムを良好な状態に維持し、企業経営において戦略的に
利用するために必要となる設備資金等について、民間金融機関から融資を受ける際、信
用保証協会による信用保証のうち、普通保険等とは別枠での追加保証や保証枠の拡大
が受けられます。

※上記各種支援措置には別途申請要件
等が設けられております。詳しくは各制度の
HP等をご覧ください。



九州のDX認定制度 認定事業者（全国802、うち九州45） ※2023年９月現在

No 企業名 所在地 No 企業名 所在地

１ 日本情報クリエイト株式会社 宮崎県宮崎市 24 株式会社はせがわ 福岡県福岡市

２ 株式会社九電工 福岡県福岡市 25 九州電力株式会社 福岡県福岡市

３ 株式会社肥後銀行 熊本県熊本市 26 Ｑｓｏｌ株式会社 大分県大分市

４ 株式会社ヒサノ 熊本県熊本市 27 ＳＡＫＡＩ株式会社 福岡県福岡市

５ セイブ管工土木株式会社 熊本県合志市 28 株式会社宮崎銀行 宮崎県宮崎市

６ 株式会社アーバンライク 熊本県荒尾市 29 株式会社ＱＴｎｅｔ 福岡県福岡市

７ 株式会社大分銀行 大分県大分市 30 株式会社ＦＣＣテクノ 福岡県福岡市

８ 九州デジタルソリューションズ株式会社 熊本県熊本市 31 株式会社豊工務店 熊本県熊本市

９ 株式会社ふくおかフィナンシャルグループ 福岡県福岡市 32 福岡運輸株式会社 福岡県福岡市

10 九州旅客鉄道株式会社 福岡県福岡市 33 株式会社地域科学研究所 大分県大分市

11 株式会社ASKプロジェクト 福岡県大牟田市 34 株式会社ネオホーム 熊本県熊本市

12 株式会社シノケングループ 福岡県福岡市 35 株式会社みらいコンシェルジュ 熊本県熊本市

13 株式会社オーイーシー 大分県大分市 36 大海水産株式会社 熊本県熊本市

14 株式会社ヤマナミ麺芸社 大分県大分市 37 株式会社西日本フィナンシャルホールディングス 福岡県福岡市

15 株式会社鹿児島銀行 鹿児島県鹿児島市 38 株式会社ケントク 福岡県北九州市

16 株式会社みらい蔵 大分県豊後大野市 39 株式会社南日本情報処理センター 鹿児島県鹿児島市

17 株式会社古城 大分県大分市 40 株式会社西日本シティ銀行 福岡市福岡市

18 株式会社九州フィナンシャルグループ 鹿児島県鹿児島市 41 コトブキ製紙株式会社 佐賀県小城市

19 株式会社古賀製茶本舗 福岡県八女市 42 創ネット株式会社 福岡県福岡市

20 株式会社KIS 熊本県熊本市 43 株式会社中野建設 佐賀県佐賀市

21 TOTO株式会社 福岡県北九州市 44 株式会社古賀産業 熊本県阿蘇市

22 株式会社日本ビジネスソフト 長崎県佐世保市 45 イオン九州株式会社 福岡県福岡市

23 行政書士法人シトラス 長崎県長崎市 19



中堅・中小企業等向け
「デジタルガバナンス・コード」

実践の手引き2.0
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DX推進に向けて～「デジタルガバナンス・コード」実践の手引き2.0から～

デジタル技術やツールを導入すること自体ではなく、
データやデジタル技術を使って、顧客目線で新たな価値を創出していくこと
また、そのためにビジネスモデルや企業文化等の変革に取り組むことが重要となる

よくあるＤＸが進まないパターン：

・どんな価値を創出するかではなく、「AIを使って何かできないか」という発想に
Ex.社長「AIやろう！」部長「なんかやるぞ！」現場「見積もりください！」ベンダ「・・・」（丸投げ）

・号令はかかるが、DXを実現するための経営としての仕組みの構築が伴っていない
Ex.社長「明日からDXだ」部長「うちの部門は関係ない」現場「あー忙しい」（誰も変革に着手しない）

DX推進において経営者が考えるべきこと：

何のために

会社があるか
理念・存在意義

5～10年後に
どんな会社で
ありたいか

理想と現状の

差分は何か、

どう解消するか

顧客目線での
価値創出のため、

データ・技術を
どう活用するか

地域・顧客・従業員
に選ばれる会社となる

生産性を向上し、
従業員の可処分
所得を上げる

基幹システムの入れ替
えのためにIT投資

サプライチェーン全体の
データ連携の起点と
なることを目指す

例

【出所】経済産業省「中堅・中小企業等向けデジタルガバナンス・コード実践の手引き2.0（要約版）」（2023年4月）21



22
【出所】経済産業省「中堅・中小企業等向けデジタルガバナンス・コード実践の手引き2.0（要約版）」（2023年4月）

事例｜株式会社ヒサノ（熊本県熊本市・一般貨物自動車運送事業）

⚫ 業務の属人化やブラックボックス化に課題意識はありつつも、ベンダーの横文字言葉が
理解できなかった社長は、ITコーディネータとの対話を通じて、5年後のビジョンを明確
化し、デジタル技術を活用した業務変革に着手した。

⚫ 従来紙媒体で管理していた配車等のプロセスを、クラウドシステムでの運用に切り替え※
各業務システムとデータ連携し、会社全体（遠隔拠点含む）で業務最適化。

何のために会社があるか
理念・存在意義

5～10年後に
どんな会社でありたいか

理想と現状の差分は何か

どう解消するか
顧客目線での価値創出のため、
データ・技術をどう活用するか

22



⚫ 経済産業省では、地域ぐるみで地域企業のDX実現をサポートするため、産学官金が一体
となったコミュニティが実施する各種活動（①地域企業の課題分析・戦略策定の伴走型支
援、②地域企業とITベンダー等とのマッチング支援等の活動等）を支援

コミュニティ実施体制

金融機関

大学・高専

支援機関

ITベンダー・
Tech系ベンチャー

自治体

業界団体
経営コンサル・

人材会社

国研・公設試

地域の関係者が一体と
なって地域企業のDX

をサポート

【活動内容】
①地域企業の課題分析・戦略策定の伴走型支援
②地域企業とITベンダー等とのマッチング支援
③支援ノウハウ等の蓄積・横展開する仕組みの構築

コミュニティ名 代表機関

2022

"One Kyushu DX“
イニシアティブ

(公財)九州先端科学技術研究所

DX共創ラボin九州
コミュニティ

(株)産学連携機構九州

九州DX推進
コンソーシアム

(一社)九州経済連合会

2023

ながさきＤＸ推進
プロジェクト

(公財)ながさき地域政策研究所

宮崎DX
コンソーシアム

(一社)宮崎県情報産業協会

大分県地域DX推進
コミュニティ

(株)オーイーシー

地域DX支援コミュニティの活動支援

URL https://www.meti.go.jp/policy/sme_chiiki/dxcommunity/dxcommunity.html 23



リコージャパン

⚫ 産官学金の専門家によるＤＸ戦略策定・サイバーセキュリティ対策の伴走支援体制を構築
し、地域企業のＤＸを強力に推進する。

事業推進体制

ながさきＤＸ推進プロジェクト

URL https://nagasaki-dx-project.studio.site/
24

長崎県、長崎県産業振興財団、十八親和銀行、長崎
商工会議所、新上五島商工会、長崎県情報産業協会、
産総研人工知能技術コンソーシアム

シンクながさき

代表機関

構成員

①地域の実情を把握している者

長崎県中小企業診断士協会、西海クリエイティブカ
ンパニー、シースリープラス、LAPlust、Global B、
クオリム

②専門的知見・ノウハウを持つ者

③サイバーセキュリティ対策の専門家

目指す姿
の設定

現状分析
DX戦略
策定

戦略に
沿って
実践

支援の流れ

支援対象業種

はん用機械器具、生産用機械器具、食料品製造業



＜デジタル人材育成プラットフォーム＞

⚫地域企業のDXを推進するデジタル人材を育成するプラットフォームを構築し、企業内人材（特にユー
ザー企業）や個人のリスキルを推進。

⚫教育コンテンツ・講座を一元的に集約・提示するポータルサイト「マナビDX」に加え、ケーススタディ教育
プログラムや現場研修プログラムを提供し、DXを推進する実践人材を一気通貫で育成。

（３層）地域企業協働プログラム

➢ 地域企業と協働し、実際の企業の課題解決に
チームで取り組むオンライン研修プログラム。

（２層）ケーススタディ教育プログラム

➢ データ付きのケーススタディ教材を用い、受講生
同士の学び合いを通じて、課題解決のプロセス
を疑似体験するオンライン教育プログラム。

（１層）オンライン教育サイト

➢ デジタル人材に求められるスキルを自ら学べるよう、
スキル標準に対応した教育コンテンツを提示。

➢ 厚労省の助成対象コンテンツを多数掲載。

地域・企業・大学

協力・支援

社
会
人
・
学
生

デ
ジ
タ
ル
人
材

スキル標準

ビジネス
アーキテクト

デザイナー

データ
サイエンティスト

ソフトウェア
エンジニア

サイバーセキュリティ

スペシャリスト

デジタル人材育成プラットフォーム

25
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マナビDX オンライン教育サイト（１層）

⚫ デジタル人材に求められるスキルを自ら学べるよう、民間・大学等が提供する様々な学習
コンテンツや講座を分野・レベル（スキル標準）に区分し、ポータルサイトに提示。
（2023年5月現在：約３８０講座）

URL https://manabi-dx.ipa.go.jp/

マナビDXの特徴

まずはDXについて知りたい

いまさら聞けない「DX」をわかりやすく解説

DXについて理解を深めたい

DXに活用されているデジタル技術を
初心者向けにもわかりやすく説明

キャリアアップに役立つスキルを身につけたい

職業に活かせる専門的なスキルを身につけたい方は
より実践的な講座にチャレンジ

企業の研修に活用したい

社内研修におすすめの実践的なコンテンツを掲載

01

02

03

04
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マナビDXクエスト ケーススタディ教育プログラム（２層）

⚫ データ付きのケーススタディ教材を用いて、受講生が2か月程度、架空の企業のデジタル
技術導入を疑似体験するオンライン学習プログラム。

⚫ 講師をおかず、受講生同士が互いに教え合い・学び合いながら、企業における課題解決手
法を身に付けることができる。（年間2,000名規模、本年度は6月上旬募集開始）

教材1
AIモデルの構築・検証と、組織への展開方法

教材2
データ分析による課題特定方法と、技術検証・組織への展開方法

要求定義 要件定義
業務適合性
の検証

トライアル

実装運用設計

ビジネスへの
示唆の抽出

意思決定者
へのプレゼン

演
習

ビジネス課題 デジタル化課題 プレゼン課題

需要予測・在庫最適化 不良箇所自動検出 工数予測

店舗運営型企業の収益改善 製造運輸業の業務最適化
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マナビDXクエスト 地域企業協働プログラム（３層）

⚫ DX推進に課題を有する中小企業の参加を得て、受講生がチームとなって2か月程度、
企業と協業し、デジタル技術の実装に取り組むオンライン研修プログラム。

⚫ プロジェクト設計やデジタル技術の能力のみならず、当該企業社員との交渉や経営陣への
提案等の経験を通じて、より実践的なDX推進能力を身に付ける。（年400名規模）

1層・2層でスキル
を習得した人材
（5人チーム）

各地域にて
企業を発掘

実施テーマ（一例）

・DX推進に向けたロードマップ作成

・AIによる加工工程と加工時間の見積もり

・販売実績データを用いた在庫管理（需要予測）
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１．現状認識

２．DX推進に向けて

３．支援施策



通常枠
セキュリティ
対策推進枠

デジタル化基盤導入枠

類型名 A類型 B類型 ―
商流一括

インボイス対応類型
デジタル化基盤導入類型

複数社連携
IT導入類型

補助
対象者

中小企業・小規模事業者等 大企業等 中小企業・小規模事業者等

補助額

１プロセス
以上

４プロセス
以上

5万円
～

100万円

ITツール

（インボイス制度に対
応し、受発注機能を
有するもの）

ITツール
（会計・受発注・決済・
ECの機能を有するもの）

PC等 レジ等 a. デジタル化基盤導入
類型の対象経費
⇒左記と同様

b. それ以外の経費
⇒50万円×グループ構
成員数、補助率は2/3

補助上限(a＋b)で３千
万円

c.事務費・専門家
⇒ 補助上限200万円

左記ITツールの使用
に資するもの

5万円
～

150万円
未満

150万円
～

450万円
以下

～350万円
～50万円

以下

50万円超
～

350万円

～
10万円

～
20万円

補助率
1/2
以内

1/2
以内

2/3
以内

1/2
以内

3/4
以内

2/3
以内

1/2
以内

対象
経費

ソフトウェア購入費
クラウド利用費
（最大2年分）
導入関連費

サービス利用料
（最大2年分）

クラウド利用費
（最大2年分）

ソフトウェア購入費
クラウド利用費（最大2年分）
ハードウェア関連費
導入関連費

＋事務費・専門家
の経費

IT導入補助金2023 後期事務局 Webサイト https://it-shien.smrj.go.jp/

サービス等生産性向上IT導入支援事業（IT導入補助金2023）
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⚫ 中小企業等の付加価値向上に資するITツールの導入や、インボイス制度への対応も見据
えた企業間取引のデジタル化のほか、サイバー攻撃の被害リスク低減対策を支援。



申請枠 概要 補助上限額 補助率

通常枠
革新的な製品・サービス開発等に必要な設備・シ
ステム投資等を支援

従業員規模
5人以下 750万円
6～20人 1,000万円
21人以下 1,250万円

中小 １/２

小規模、再生事業者

２/３

回復型賃上げ・
雇用拡大枠

業況が厳しい事業者が賃上げ・雇用拡大に必要
な設備・システム投資等を支援

２/３

デジタル枠
DXに資する革新的な製品・サービス開発等に必
要な設備・システム投資等を支援

グリーン枠
温室効果ガス排出削減に資する設備・システム
投資等を支援

申請類型
＜エントリー＞ 750～1,250万円
＜スタンダード＞1,000～2,000万円
＜アドバンス＞ 2,000～4,000万円
※各類型・従業員規模で異なる

グローバル
市場開拓枠

海外事業の拡大・強化に資する設備投資等を
支援

3,000万円
中小 １/２
小規模 ２/３

ものづくり補助金事務局 https://portal.monodukuri-hojo.jp/

⚫ 中小企業が取り組む、革新的サービス開発・試作品開発・生産プロセスの改善を行い、生
産性を向上させるための設備投資等を支援。

⚫ 大幅な賃上げや、デジタル・グリーン分野での生産性向上、海外市場の拡大・強化を目的
とした設備投資等に取り組む事業者に対しては、補助率や補助上限額を優遇。

ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金（ものづくり補助金）
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＜お問い合わせ先＞
九州経済産業局
地域経済部 情報政策課 デジタル経済室
電 話：092－482-5552      
Email：bzl-kyushu-iot@meti.go.jp

3232

ご清聴ありがとうございました。
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